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【 Ｃ型（学校紹介／一般雇用）からの移行 】

図 2-2-9 にＣ型（学校紹介／一般雇用）から移行を開始した事例が、その後どのような経路をたどっ

たのかについて、４つの移行類型と対象者が類型間を移動した軌跡を示した。ここでは、Ｃからの移行

における新規学卒の対象校を、最終教育歴からみた在籍校（学校紹介による一般雇用）並びに進学先専

修学校／大学等とした。なお、軌跡を示すことが可能であったのは、分析対象者 158名から退学 4名、

学校在学中 12名を除いた 142名のうち、Ｃ型から移行を開始した 77名である。

事例数の表記がなく矢印のみが出ている事例については、C から移行を開始したものの、学校紹介の雇用が実現しなかっ

たため、Dによって「雇用されたこと」もしくは Dにおいて「求職活動中であること」、「移行支援機関から離脱したこと」

あるいは「移行支援機関から離脱した後に BもしくはＤにより雇用されたこと」などの経過を示した。

表 2-2-5に、学校卒業後の軌跡を学校紹介と学校以外紹介に分けて示す。

最終教育歴からみた場合の C 型（学校紹介／一般雇用）の初職における適応・定着は、C 型からの

移行を開始した 77 事例のうち 8 事例（10 ％）である。また、離転職を経験した事例を含めて一般者雇

職業リハビリテーションの
支援を利用した

Ｂ 型 Ａ 型

８事例

２事例

新規学卒として 新規学卒として
入職しなかった 入職した

２事例 ９事例

３事例

１事例

２事例 ７事例

３事例
１事例 １事例

８事例

Ｄ 型 Ｃ 型

職業リハビリテーションの
支援を利用しなかった

２事例 ４１事例（41 事例の内、福祉 24 事例）

図 2-2-9 C型から移行を開始した 77事例の移行経路
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用の枠組における正規雇用の適応・定着をみると 8 事例（10 ％）である。また、次に特徴的な点とし

て、C 型からの移行において、正規雇用が実現しなかった場合に非正規就業（アルバイト・ボランティ

アなどを含む）が選択されており、これが 6 事例（8 ％）である。学校紹介事例では離転職の結果とし

て、また、学校紹介が成立しなかった事例では正規雇用までの経過として選択されたものである。一方、

離転職の経験を経て障害者雇用の枠組を選択した事例は 10 事例（13 ％）である。これに対し、移行支

援機関からの離脱は 45事例（58％）であり、C型から移行をした事例の中で最も多い。

表 2-2-5 C型から移行を開始した 77事例の概要

経 路 調査時点の状況

初職継続 8 (0) 一般雇用

C→ D 2 (0) 一般雇用
学校紹介

初職離転職 C→ 3 (0) 非正規就業

C→ 2 (0) 離脱

→ D → B 2 (2)
障害者雇用

→離脱→ B 8 (8)

学校以外紹介 → D 4 (1)
→ D → D 1 (0) 一般雇用
→離脱→ D 1 (0)

→ 3 (0) 非正規就業

→ D → 2 (0) 離脱
→ 41 (27) (内、福祉利用 24)

（ ）内：手帳取得数

C 型から移行を開始した事例では、学校紹介において正規雇用を保障できなくなった場合の次善の選

択として非正規就業を余儀なくされることになっている現代的な課題と軌を一にする問題があることを

指摘ができる。しかし、一方で、障害特性に即した選択を拒否もしくは回避した選択行動の問題を見過

ごすことはできない。このような結果からは、進路指導における職業理解（特に、職業リハビリテーシ

ョンの理解）の機能の重要性を指摘することができる。

【移行の概要】

後期中等教育段階では高等学校普通科（軽度発達障害者を対象としたコース）に在籍した経験を有す

る若者 142 名の学校卒業後の職業への移行の概要は、以下のようにまとめることができる。また、図

2-2-10に卒業生の移行の全容を示す。

① 移行類型からみた適応・定着の様相

最終教育歴からみた場合の A 型からの移行においても C 型からの移行においても、初職における適

応・定着事例が存在する。これは 142 名の 38 ％を占めるが、A 型からの移行に限定すると 65 名の 71

％にあたっており、Ｃ型からの移行の 10 ％に比較すると極めて大きいことがわかる。このような点で

は、障害者雇用に関する限り、学校紹介（障害者職業能力開発校紹介を含む）は効果的に機能している



- 97 -

ことが明らかである。

また、C 型からの移行では、障害特性に即した選択を受け入れることを支援する進路指導の機能の重

要性を指摘することができる。

② 支援機関からの離脱の様相

A 型からの移行においても C 型からの移行においても、移行支援機関からの離脱事例が存在する。

福祉施設利用を選択した者を除いて、支援の仕組みから離れていく事例に注目すると、特に C 型から

移行を開始した者に顕著である。このような点では、卒業時進路先未決定の持つ意味は大きい。学校側

が「職リハサービスを選択していない若者」（MEET’H：Marginal in Employment，Education or Training

with handicap）と位置づけて特性に相応した指導・援助を行ったとしても、生徒や保護者がそれを受け

入れることに困難が大きい場合には、「就業もしていなければ在学も家事もしていない“無業”の若者」

（NEET：Not in Employment, Education or Training ）になっていく経路が確認されたことになる。これ

は 142 名の 35 ％を占めるが、Ｃ型からの移行に限定すると 77 名の 58 ％にあたっており、Ａ型からの

移行の 11 ％に比較すると極めて大きいことがわかる。このような結果からは、進路指導における進路

相談並びに進路先の選択決定の機能の重要性を指摘することができる。

支援機関からの離脱については、福祉施設利用者をはずして検討を行った。福祉施策を利用すること

７事例 （7事例の内、福祉１事例）

職業リハビリテーションの
支援を利用した

Ｂ 型 １事例 Ａ 型

８事例 ６事例 ６事例 ４6事例

２事例 ４事例

新規学卒として 新規学卒として
入職しなかった 入職した

１事例

２事例 ９事例

３事例

１事例

２事例 ７事例

３事例
１事例 １事例

８事例

Ｄ 型 Ｃ 型

職業リハビリテーションの
支援を利用しなかった

２事例 ４１事例（41 事例の内、福祉 24 事例）

図 2-2-10 入職に利用した制度に基づく対象者の類型
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